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平成２８年度匝瑳市病院事業会計予算

（総則）

第１条 平成２８年度匝瑳市病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

１ 国保匝瑳市民病院

（１）病 床 数 １１０床

（２）年 間 患 者 数

入 院 ２８，８３５人

外 来 ８０，５２０人

（３）一日平均患者数

入 院 ７９．０人

外 来 ３３０．０人

（４）主なる建設改良事業費

（ア）資産購入費 ５８，１９６千円

（イ）施設整備費 ３３，２２０千円

２ 介護老人保健施設そうさぬくもりの郷

（１）定 員 数 １００人

（２）年間利用者数

入 所 ３３，９４５人

通 所 ７，４９４人

（３）一日平均利用者数

入 所 ９３．０人

通 所 ２５．５人

（４）主なる建設改良事業費

（ア）資産購入費 ４０８千円
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（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入 支 出

第１款 病院事業収益 ２，２９２，５００千円 第１款 病院事業費用 ２，２９２，５００千円

第１項 医業収益 １，７４９，７９１千円 第１項 医業費用 ２，０６７，５５０千円

第２項 訪問看護ステーション収益 １１５，１１３千円 第２項 訪問看護ステーション費用 １４０，１０６千円

第３項 居宅介護支援事業所収益 ３０，８８９千円 第３項 居宅介護支援事業所費用 ３７，６４１千円

第４項 医業外収益 ３９６，７０６千円 第４項 医業外費用 ４４，２０１千円

第５項 特別利益 １千円 第５項 特別損失 １，００２千円

第６項 予備費 ２，０００千円

第２款 介護老人保健施設事業収益 ６１８，１００千円 第２款 介護老人保健施設事業費用 ６１８，１００千円

第１項 施設事業収益 ５４１，２９０千円 第１項 施設事業費用 ６０１，４７６千円

第２項 施設事業外収益 ７１，０６４千円 第２項 施設事業外費用 １５，６２１千円

第３項 特別利益 ５，７４６千円 第３項 特別損失 ３千円

第４項 予備費 １，０００千円

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額６０，７０４千円は

過年度分損益勘定留保資金で補填するものとする。）。

収 入 支 出

第１款 病院事業資本的収入 １１６，４９８千円 第１款 病院事業資本的支出 １７６，９９７千円

第１項 企業債 ５３，７００千円 第１項 建設改良費 ９１，４１６千円

第２項 出資金 ６０，４９８千円 第２項 企業債償還金 ８５，５８１千円

第３項 補助金 ２，３００千円

第２款 介護老人保健施設事業 第２款 介護老人保健施設事業

資本的収入 ４５，２１５千円 資本的支出 ４５，４２０千円

第１項 出資金 ４５，２１５千円 第１項 建設改良費 ４０８千円

第２項 企業債償還金 ４５，０１２千円
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（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 （単位：千円）

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

医療器械整備事業費 ５３，７００ 普通貸借又

は証券発行に

よる。

３．０％以内

（ただし、利率見

直し方式で借り入

れる資金について

利率の見直しを行

った後においては

、当該見直し後の

利率）

政府資金については、その融

資条件により、銀行その他の場

合にはその債権者との協定によ

る。

ただし、企業財政の都合によ

り借入先との協議の上、据置期

間及び償還期限を短縮し、又は

繰上償還若しくは低利に借換え

することができる。

（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

１ 病院事業費用 ２ 介護老人保健施設事業費用

（１）医業費用 （１）施設事業費用

（２）訪問看護ステーション費用 （２）施設事業外費用

（３）居宅介護支援事業所費用

（４）医業外費用
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費の金額に、若しくはこれら以外の経費の金

額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）職員給与費 １，８０５，９６０千円

（２）交 際 費 ５０千円

（他会計からの補助金等）

第９条 一般会計及び国民健康保険特別会計からこの会計へ補助等を受ける金額は、次のとおりである。

１ 病院事業 ２ 介護老人保健施設事業

（１）救急医療補助 ３６，２９４千円 （１）企業債利息補助 １３，６９５千円

（２）国保調整交付金 ３，６０８千円 （２）研究研修費補助 ３００千円

（３）特殊診療部門補助 １１，０９５千円 （３）共済追加費用補助 ４，９３８千円

（４）企業債利息補助 ４３７千円 （４）児童手当補助 １，７６０千円

（５）リハビリテーション補助 ４１，６８２千円 （５）基礎年金拠出金補助 ９，１３４千円

（６）研究研修費補助 ４，２０８千円 （６）建設改良出資金 ２０４千円

（７）共済追加費用補助 １５，１７７千円 （７）企業債償還金出資金 ４５，０１１千円

（８）児童手当補助 ４，３９５千円 計 ７５，０４２千円

（９）医師確保対策補助 ７１，６２１千円

（ ）高度医療補助 ４７，７２６千円

（ ）院内保育所運営事業補助 １３，２６０千円

（ ）基礎年金拠出金補助 ３０，０１８千円

（ ）病院新改革プラン補助 ８，２４４千円

（ ）建替整備基本構想・基本計画補助 ３，２５０千円

（ ）経営基盤強化補助 ９０，０００千円



‐313‐

（ ）介護施設等の施設開設準備経費等

支援事業補助金 ３，１００千円

建設改良出資金 １７，７０８千円

（ ）企業債償還金出資金 ４２，７９０千円

計 ４４４，６１３千円

（棚卸資産購入限度額）

第１０条 棚卸資産の購入限度額は、２３０，０００千円と定める。

（重要な資産の取得）

第１１条 重要な資産の取得は、下記のとおりとする。

種 類 名 称 数 量 

医療器械 一般撮影機器 １式 

平成２８年３月４日提出

千葉県匝瑳市長 太 田 安 規



 



平成 ２８ 年度

匝瑳市病院事業会計予算説明書
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 収　　　　入 （単位：千円）

予　定　額 備　　　　　　　　　 　考

病院事業収益

医業収益

入院収益 ・入院患者診療料

外来収益 ・外来患者診療料

他会計負担金 ・救急医療補助等

その他医業収益 ・室料差額料、受託検査料、健康診断料等

訪問看護ステーション収益

訪問看護ステーション収益 ・訪問看護ステーション収益

居宅介護支援事業所収益

居宅介護支援事業所収益 ・居宅介護支援事業所収益

医業外収益

受取利息配当金 ・預金利子

他会計補助金 ・企業債利息補助等

研究受託収益

長期前受金戻入

その他医業外収益 ・公舎使用料等

特別利益

固定資産売却益 　

介護老人保健施設事業収益

施設事業収益

入所収益 ・入所者療養料

通所収益 ・通所者療養料

その他施設事業収益 ・室料差額料、日用品費・教養娯楽費利用料等

目

平成２８年度匝瑳市病院事業会計予算実施計画
収 益 的 収 入 及 び 支 出

款　 項
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予　定　額 備　　　　　　　　　 　考目款　 項

施設事業外収益

受取利息配当金 ・預金利子

他会計補助金 ・企業債利息補助等

長期前受金戻入

その他施設事業外収益

特別利益

長期前受金戻入 　

合　　　　　　　　　計
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 支　　　　出 （単位：千円）

予　定　額 備　　　　　　　　　 　考

病院事業費用

医業費用

給与費 ・職員給与費等

材料費 ・医療用薬品及び診療材料費等

経費 ・一般経営経費

減価償却費 ・有形固定資産等減価償却費

資産減耗費 ・棚卸資産減耗費、固定資産除却費

研究研修費 ・図書費及び学会等出席旅費等

訪問看護ステーション費用

給与費 ・職員給与費等

材料費

経費 ・一般経営経費

研究研修費

居宅介護支援事業所費用

給与費 ・職員給与費等

経費 ・一般経営経費

研究研修費

医業外費用

支払利息及び企業債取扱諸費 ・企業債利息等

消費税

医師・看護師等養成費

受託研究費

雑損失 ・薬品等に係る消費税等

長期前払消費税勘定償却

特別損失

款　　項 目
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予　定　額 備　　　　　　　　　 　考款　　項 目

固定資産売却損

過年度損益修正損

その他特別損失

予備費

予備費

介護老人保健施設事業費用

施設事業費用

給与費 ・職員給与費等

材料費 ・療養用薬品材料費等

経費 ・一般経営経費

減価償却費 ・有形固定資産等減価償却費

資産減耗費 ・固定資産除却費

研究研修費 ・図書費及び研修会等出席旅費等

施設事業外費用

支払利息及び企業債取扱諸費 ・企業債利息等

消費税

雑損失

長期前払消費税勘定償却

特別損失

固定資産売却損

過年度損益修正損

その他特別損失

予備費

予備費

合　　　　　　　　　計
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 収　　　　入 （単位：千円）

予　定　額 備　　　　　　　　　 　考

病院事業資本的収入

企業債

企業債 ・医療器械整備事業債

出資金

一般会計出資金 ・企業債償還金等出資金

補助金

他会計補助金 ・介護施設等の施設開設準備経費等支援事業補助金

介護老人保健施設事業資本的収入

出資金

一般会計出資金 ・企業債償還金等出資金

 支　　　　出 （単位：千円）

予　定　額 備　　　　　　　　　 　考

病院事業資本的支出

建設改良費

資産購入費 ・医療器械等購入費

施設整備費 ・病院施設改修工事

企業債償還金

企業債償還金 ・企業債元金償還金

介護老人保健施設事業資本的支出

建設改良費

資産購入費 ・療養器械等購入費

企業債償還金

企業債償還金 ・企業債元金償還金

合　　　　　　　　　計

款　　項 目

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款　　項

合　　　　　　　　　計

目



（単位：千円）

１． 業務活動によるキャッシュ・フロー ２． 投資活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 有形固定資産の取得による支出 △84,646

減価償却費 投資活動によるキャッシュ・フロー △84,646

引当金の増減額

長期前受金戻入額 △59,931 ３． 財務活動によるキャッシュ・フロー

受取利息及び受取配当金 △45 建設改良等の企業債による収入

支払利息 建設改良等の企業債償還による支出 △85,581

未収金の増減額（△は増加） 他会計からの補助による収入

未払金の増減額 他会計からの出資による収入

その他の調整額（資産減耗費） 財務活動によるキャッシュ・フロー

その他の調整額（長期前払消費税勘定償却）

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額 △876

業務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

平成２８年度匝瑳市病院事業（国保匝瑳市民病院）予定キャッシュ・フロー計算書

（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）
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（単位：千円）

１． 業務活動によるキャッシュ・フロー ２． 投資活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 有形固定資産の取得による支出 △378

減価償却費 投資活動によるキャッシュ・フロー △378

引当金の増減額 △7,966

長期前受金戻入額 △46,733

受取利息及び受取配当金 △50 ３． 財務活動によるキャッシュ・フロー

支払利息 建設改良等の企業債償還による支出 △45,012

未収金の増減額（△は増加） △11,150 他会計からの出資による収入

未払金の増減額 △5,000 財務活動によるキャッシュ・フロー

その他の調整額（資産減耗費）

その他の調整額（長期前払消費税勘定償却）

小計 △8,490

利息及び配当金の受取額

利息の支払額 △13,697

業務活動によるキャッシュ・フロー △22,137

資金増加額（又は減少額） △22,312

資金期首残高

資金期末残高

平成２８年度匝瑳市病院事業（介護老人保健施設そうさぬくもりの郷）予定キャッシュ・フロー計算書

（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）
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（平成２９年３月３１日）

千円 千円 千円 千円
１ 固　定　資　産

（１） 有形固定資産
（ア） 土 地
（イ） 建 物

減 価 償 却 累 計 額
（ウ） 建 物 付 属 設 備

減 価 償 却 累 計 額
（エ） 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額
（オ） 医 療 器 械 備 品

減 価 償 却 累 計 額
（カ） 器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額
（キ） 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

（２） 無形固定資産
（ア） 電 話 加 入 権

施 設 利 用 権
そ の 他 無 形 固 定 資 産

（３） 投資その他の資産
（ア） 長 期 前 払 消 費 税

２ 流　動　資　産
（１） 現金・預金
（２） 未収金
（３） 貯蔵品

(イ）

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

平成２８年度匝瑳市病院事業予定貸借対照表

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

(ウ）
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３ 固　定　負　債
（１） 企業債

４ 流　動　負　債
（１） 企業債
（２） 未払金
（３） 引当金
（４） その他流動負債

５ 繰　延　収　益
（１） 長期前受金
（２） 収益化累計額 △676,386

６ 資　本　金
７ 剰　余　金

（１） 資本剰余金
（ア） 受 贈 財 産 評 価 額

（２） 利益剰余金
（ア） 減 債 積 立 金
（イ） 建 設 改 良 積 立 金
（ウ） 当 年 度 未 処 理 欠 損 金

△1,702,534
△1,624,383

資　　本　　の　　部

資 本 合 計

負 債 合 計

負 債 資 本 合 計

負　　債　　の　　部

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計
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（平成２９年３月３１日）

千円 千円 千円 千円
１ 固　定　資　産

（１） 有形固定資産
（ア） 土 地
（イ） 建 物

減 価 償 却 累 計 額
（ウ） 建 物 付 属 設 備

減 価 償 却 累 計 額
（エ） 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額
（オ） 医 療 器 械 備 品

減 価 償 却 累 計 額
（カ） 器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額
（キ） 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

（２） 無形固定資産
（ア） 電 話 加 入 権

そ の 他 無 形 固 定 資 産

（３） 投資その他の資産
（ア） 長 期 前 払 消 費 税

２ 流　動　資　産
（１） 現金・預金
（２） 未収金
（３） 貯蔵品

平成２８年度匝瑳市病院事業(国保匝瑳市民病院)予定貸借対照表

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産 合 計

(イ）
無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計
投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計
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３ 固　定　負　債
（１） 企業債

４ 流　動　負　債
（１） 企業債
（２） 未払金
（３） 引当金
（４） その他流動負債

５ 繰　延　収　益
（１） 長期前受金
（２） 収益化累計額 △526,546

６ 資　本　金
７ 剰　余　金

（１） 資本剰余金
（ア） 受 贈 財 産 評 価 額

（２） 利益剰余金
（ア） 減 債 積 立 金
（イ） 建 設 改 良 積 立 金
（ウ） 当 年 度 未 処 理 欠 損 金

△1,573,827
△1,532,375

負　　債　　の　　部

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 資 本 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計
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（平成２９年３月３１日）

千円 千円 千円 千円

１ 固　定　資　産

（１） 有形固定資産

（ア） 土 地

（イ） 建 物

減 価 償 却 累 計 額

（ウ） 建 物 付 属 設 備

減 価 償 却 累 計 額

（エ） 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

（オ） 医 療 器 械 備 品

減 価 償 却 累 計 額

（カ） 器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額

（キ） 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

（２） 無形固定資産

（ア） 施 設 利 用 権

（３） 投資その他の資産

（ア） 長 期 前 払 消 費 税

２ 流　動　資　産

（１） 現金・預金

（２） 未収金

平成２８年度匝瑳市病院事業(介護老人保健施設そうさぬくもりの郷)予定貸借対照表

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計
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３ 固　定　負　債

（１） 企業債

４ 流　動　負　債

（１） 企業債

（２） 未払金

（３） 引当金

（４） その他流動負債

５ 繰　延　収　益

（１） 長期前受金

（２） 収益化累計額 △149,840

６ 資　本　金

７ 剰　余　金

（１） 資本剰余金

（ア） 受 贈 財 産 評 価 額

（２） 利益剰余金

（ア） 当年度未処理欠損金

△128,707

△92,008

資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資　　本　　の　　部

固 定 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 資 本 合 計

負　　債　　の　　部

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計
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千円 千円 千円

１ 医　　業　　収　　益

（１） 入 院 収 益

（２） 外 来 収 益

（３） 他 会 計 負 担 金

（４） そ の 他 医 業 収 益

２ 医　　業　　費　　用

（１） 給 与 費

（２） 材 料 費

（３） 経 費

（４） 減 価 償 却 費

（５） 資 産 減 耗 費

（６） 研 究 研 修 費

３ 医　業　外　収　益

（１） 受 取 利 息 配 当 金

（２） 他 会 計 補 助 金

（３） 長 期 前 受 金 戻 入

（４） そ の 他 医 業 外 収 益

４ 医　業　外　費　用

（１） 支 払 利 息

（２） 消 費 税

（３） 医 師 ・ 看 護 師 等 養 成 費

（４） 受 託 研 究 費

（５） 雑 損 失

（６） 長 期 前 払 消 費 税 勘 定 償 却

５ 特 　別 　利 　益

（１） 固 定 資 産 売 却 益

（２） 過 年 度 損 益 修 正 益

経 常 損 失

平成２７年度匝瑳市病院事業(国保匝瑳市民病院)予定損益計算書
（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで）

医 業 損 失
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６ 特 　別 　損 　失

（１） 固 定 資 産 売 却 損

（２） 過 年 度 損 益 修 正 損 △900

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

当 年 度 純 損 失
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千円 千円 千円
１ 施 設 事 業 収 益

（１） 入 所 収 益
（２） 通 所 収 益
（３） そ の 他 施 設 事 業 収 益

２ 訪問看護ステーション収益
３ 居宅介護支援事業所収益
４ 施 設 事 業 費 用

（１） 給 与 費
（２） 材 料 費
（３） 経 費
（４） 減 価 償 却 費
（５） 資 産 減 耗 費
（６） 研 究 研 修 費

５ 訪問看護ステーション費用
（１） 給 与 費
（２） 材 料 費
（３） 経 費
（４） 研 究 研 修 費

６
給 与 費

（２） 経 費
（３） 研 究 研 修 費

７ 施 設 事 業 外 収 益
受 取 利 息 配 当 金
他 会 計 補 助 金

（３） 長 期 前 受 金 戻 入
そ の 他 施 設 事 業 外 収 益

８ 施 設 事 業 外 費 用
（１） 支 払 利 息

（２）

（４）

施 設 損 失

居宅支援事業所費用
（１）

（１）

平成２７年度匝瑳市病院事業(介護老人保健施設そうさぬくもりの郷)予定損益計算書
（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで）
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（２） 消 費 税
（３） 雑 損 失
（４） 長 期 前 払 消 費 税 勘 定 償 却

９ 特 　別 　利 　益
（１） 過 年 度 損 益 修 正 益
（２） 長 期 前 受 金 戻 入
特 　別 　損 　失
（１） 固 定 資 産 売 却 損

（２） 過 年 度 損 益 修 正 損
当 年 度 純 損 失
前 年 度 繰 越 欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

経 常 損 失
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（平成２８年３月３１日）

千円 千円 千円 千円
１ 固　定　資　産

（１） 有形固定資産
（ア） 土 地
（イ） 建 物

減 価 償 却 累 計 額
（ウ） 建 物 付 属 設 備

減 価 償 却 累 計 額
（エ） 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額
（オ） 医 療 器 械 備 品

減 価 償 却 累 計 額
（カ） 器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額
（キ） 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

（２） 無形固定資産
（ア） 電 話 加 入 権

施 設 利 用 権
そ の 他 無 形 固 定 資 産

（３） 投資その他の資産
（ア） 長 期 前 払 消 費 税

２ 流　動　資　産
（１） 現金・預金
（２） 未収金
（３） 貯蔵品

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

資 産 合 計

平成２７年度匝瑳市病院事業予定貸借対照表

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

(ウ）
(イ）

無 形 固 定 資 産 合 計
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３ 固　定　負　債
（１） 企業債

４ 流　動　負　債
（１） 企業債
（２） 未払金
（３） 引当金
（４） その他流動負債

５ 繰　延　収　益
（１） 長期前受金
（２） 収益化累計額 △569,722

６ 資　本　金
７ 剰　余　金

（１） 資本剰余金
（ア） 受 贈 財 産 評 価 額

（２） 利益剰余金
（ア） 減 債 積 立 金
（イ） 建 設 改 良 積 立 金
（ウ） 当 年 度 未 処 理 欠 損 金

△1,726,021
△1,647,870

資 本 合 計

負 債 合 計

負 債 資 本 合 計

負　　債　　の　　部

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

資　　本　　の　　部

繰 延 収 益 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計
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（平成２８年３月３１日）

千円 千円 千円 千円
１ 固　定　資　産

（１） 有形固定資産
（ア） 土 地
（イ） 建 物

減 価 償 却 累 計 額
（ウ） 建 物 付 属 設 備

減 価 償 却 累 計 額
（エ） 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額
（オ） 医 療 器 械 備 品

減 価 償 却 累 計 額
（カ） 器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額
（キ） 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

（２） 無形固定資産
（ア） 電 話 加 入 権

そ の 他 無 形 固 定 資 産

（３） 投資その他の資産
（ア） 長 期 前 払 消 費 税

２ 流　動　資　産
（１） 現金・預金
（２） 未収金
（３） 貯蔵品

平成２７年度匝瑳市病院事業(国保匝瑳市民病院)予定貸借対照表

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産 合 計

(イ）
無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計
投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計
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３ 固　定　負　債
（１） 企業債

４ 流　動　負　債
（１） 企業債
（２） 未払金
（３） 引当金
（４） その他流動負債

５ 繰　延　収　益
（１） 長期前受金
（２） 収益化累計額 △466,615

６ 資　本　金
７ 剰　余　金

（１） 資本剰余金
（ア） 受 贈 財 産 評 価 額

（２） 利益剰余金
（ア） 減 債 積 立 金
（イ） 建 設 改 良 積 立 金
（ウ） 当 年 度 未 処 理 欠 損 金

△1,595,167
△1,553,715

負　　債　　の　　部

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 資 本 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計
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（平成２８年３月３１日）

千円 千円 千円 千円

１ 固　定　資　産

（１） 有形固定資産

（ア） 土 地

（イ） 建 物

減 価 償 却 累 計 額

（ウ） 建 物 付 属 設 備

減 価 償 却 累 計 額

（エ） 構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

（オ） 医 療 器 械 備 品

減 価 償 却 累 計 額

（カ） 器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額

（キ） 車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

（２） 無形固定資産

（ア） 施 設 利 用 権

（３） 投資その他の資産

（ア） 長 期 前 払 消 費 税

２ 流　動　資　産

（１） 現金・預金

（２） 未収金

資 産 合 計

平成２７年度匝瑳市病院事業(介護老人保健施設そうさぬくもりの郷)予定貸借対照表

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計
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３ 固　定　負　債

（１） 企業債

４ 流　動　負　債

（１） 企業債

（２） 未払金

（３） 引当金

（４） その他流動負債

５ 繰　延　収　益

（１） 長期前受金

（２） 収益化累計額 △103,107

６ 資　本　金

７ 剰　余　金

（１） 資本剰余金

（ア） 受 贈 財 産 評 価 額

（２） 利益剰余金

（ア） 当年度未処理欠損金

△130,854

△94,155

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

負　　債　　の　　部

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

固 定 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計
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注記

Ⅰ．重要な会計方針

平成２６年度より、改正後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

１ 資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 先入先出法によっている。

２ 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による

・主な耐用年数

建物 ９～３９年

建物付属設備 ８～５０年

構築物 １０～６０年

医療器械備品 ４～１５年

器具備品 ４～２０年

車両運搬具 ４～ ６年

（２）無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による

３ 引当金の計上方法

（１）賞与引当金

職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月か

ら３月までの４か月分）を計上している。

（２）その他引当金
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職員の期末・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属

する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

（３）退職給付引当金

総合事務組合（退職手当組合）へ加入し、追加的な費用負担を一般会計で負担することとしているため計上していない。

４ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等関連

企業債の償還に係る一般会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のあるものも含む）のうち、

一般会計が負担すると見込まれる額は８５０，３８８千円である。

Ⅲ．その他

新会計基準移行に関する経過措置

１ みなし償却制度の廃止に伴う経過措置

平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理している額につい

ては、平成２６年３月３１日以前に取得又は改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金等の対応関係を個別に把握できる資

産を除いたすべての資産（ただし、補助金等を当てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を対象とした按分等の方

法を用いて合理的に整理している。
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（１）　総括

給　与　費　明　細　書

損益勘定
支弁職員

比　較

本年度本年度

前年度

区分

損益勘定
支弁職員

（単位：千円）

前年度

比　較

勤　勉
手　当

児　童
手　当

扶　養
手　当

地　域
手　当

△ 50

職員手当
等の内訳

区　分区　分

本年度

通　勤
手　当

期　末
手　当

時 間 外
勤務手当

夜間勤務
手　　当

宿日直
手　当

住　居
手　当

管理職
手　当

特殊勤務
手　　当

△ 480 △ 108△ 1,274△ 62

職員数

特別職

（人）

一般職

（人）
給料 賃金

（単位：千円）

給　　　与　　　費

職員手当等

退　職
給付費

計

法　定
福利費

合計



（２）　給料及び職員手当等の増減額の明細 （単位：千円）

給与改定の状況

％

平均昇給率 ％

地域手当

期末手当

勤勉手当

扶養手当

管理職手当

地域手当

住居手当

通勤手当

特殊勤務手当

時間外勤務手当

夜間勤務手当

宿日直手当

期末手当

勤勉手当

児童手当 △ 50

△ 108

△ 1,274

△ 62

△ 832

その他の増減分 △ 480 職員の変動等に係る増減分

職員手当等 制度改正に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分 職員の変動等に係る増分

平成27年4月1日

　前年度

　　給料の改定率

　　給料改定の実施時期　

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　　　明 備　　　考

給　料 給与改定に伴う増減分
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（３）　給料及び職員手当等の状況

ア　職員１人当たり給与

イ　初任給

（医療技術員）

平成２７年
１２月１日
現　　 在

平成２６年
１２月１日
現　　 在

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均年齢（歳）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均年齢（歳）

大学６卒

大学卒

短大３卒

区分
薬　剤　師

視　能　訓　練　士

（医療職（２））

栄　養　士 診療放射線技師

大学卒

臨床検査技師

理　学　療　法　士
作　業　療　法　士

（医療職（１））

（単位：円）

（単位：円）

事務員

（一般行政職）

その他

（一般行政職）

准看護師 事務員医療技術員 看　護　師

（医療職（１））（医療職（２）） （医療職（３））

医　　師

大学６卒

高看学校卒

区　　　　　　　分

言　語　聴　覚　士

その他

下記給料以下の枠で決定

短大卒

看　護　師

（医療職（３））

准看学校卒

区分

その他

高校卒

医　　師
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ウ　級別職員数

計 計

任期付

７　級

任期付

６　級

７　級

６　級 ６　級

５　級 ５　級

４　級

５　級

３　級

４　級 ４　級 ４　級

２　級 ２　級 ２　級

平 成 ２６ 年
１２月１日現在

１　級 １　級

計

計 計計 計

任期付

７　級７　級

６　級 ６　級

４　級

５　級

４　級 ４　級 ４　級

３　級 ３　級

２　級 ２　級

１　級

２　級 ２　級

（％）

平 成 ２７ 年
１２月１日現在

１　級 １　級 １　級

（％） （人） （％） （人）

職員数 構成比 級 職員数 構成比

（人） （％） （人）

職員数 構成比 級 職員数 構成比 級

計

３　級 ３　級 ３　級

２　級

１　級 １　級

６　級

５　級 ５　級

３　級 ３　級

区　　分

医療職（１） 医療職（２） 医療職（３） 一般行政職

級
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（級別の標準的な職務内容）

一般行政職 主事 主任主事 副主査 主査補 主査 次長 事務局長

主事補 副主幹 主幹

医療職（１） 医師 医師 科部長 副院長 施設長

科長 診療統括部長

主任医長 施設長

医長

医療職（２） 技師 技師 技師 技師 副主任技師 技師長 医療技術部長

副技師長

主任技師

医療職（３） 准看護師 看護師 看護師 看護師 副看護部長 看護部長

准看護師 准看護師 准看護師 看護師長 施設ケア部長

主任看護師

６級 ７級 任期付区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級
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エ　昇給

職員数 （Ａ）

昇給に係る職員数 （Ｂ）

１号給

２号給

３号給

４号給

比率（Ｂ）／（Ａ）

職員数 （Ａ）

昇給に係る職員数 （Ｂ）

１号給

２号給

３号給

４号給

比率（Ｂ）／（Ａ） （％）

（人）

（人）
号給数別内訳

（人）

（人）

（人）前
　
　
年
　
　
度

（人）

（人）

（人）
号給数別内訳

（人）

（人）

（人）本
　
　
年
　
　
度

（人）

（％）

一般行政職 医療職（１） 医療職（２） 医療職（３） 任期付区　　　　　　　　　　分 合計
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オ　期末手当・勤勉手当

（　　）内は、再任用職員に係る支給率

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

キ　地域手当

一般会計の制度
（支給率等）

定年前早期退職
２～２０％加算

支給率等

区　　　分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最　高　限　度

その他の加算措置等

（1.175） （2.200）
有

定年前早期退職
２～２０％加算

（1.150） （2.150）
有

（月分） （月分） （月分） （月分）

一般会計の制度
（1.025）

区　　　分
支給期別支給率

支給率計（月分）
 職制上の段階、職務の
 級等による加算措置

備　　　考
６月（月分） １２月（月分）

本　　年　　度
（1.025）

備　　　考

（1.175） （2.200）
有

前　　年　　度
（1.000）

　国の指定基準に基づく支給率　　（％）

　支　給　対　象 医　師

　支　給　率　　（％）

　支　給　対　象　職　員　数　　（人）



ク　特殊勤務手当

ケ　その他の手当

 通　勤　手　当 異　　　な　　　る 　医師　　有料道路の利用料金を支給

 扶　養　手　当 同　　　　　　　じ

 住　居　手　当 異　　　な　　　る 　医師　　最高支給限度額　　５５,０００円

 区　　　　　分 一般会計の制度との異同 　　　　　　　　差　　　　異　　　　の　　　　内　　　　容

代表的な特殊勤務手当の名称 特殊患者診療手当・研究手当・夜間看護等手当・待機手当

（平成27年12月1日現在）

区　　　　分 全　職　種 医　　　師 医療技術員 看　護　師

支給対象職員の比率　（％）

給料総額に対する比率（％）

そ　の　他事　務　員
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債務負担行為に関する調書 

事 項 限度額 

 
前年度末までの支払義務発生

（見込）額 

 
当該年度以降の支払義務発生

予定額 
左の財源内訳 

期 間 金 額 期 間 金 額 その他 損益勘定留

保資金 
国保匝瑳市民病院新

改革プラン及び建替

整備基本構想・基本計

画策定支援業務委託 

千円 
２０，０００ 

 
－ 

千円 
－ 

平成２８年度

から平成２９

年度まで 

千円 
２０，０００ 

 千円 
１３，７５０ 
 

千円

６，２５０ 
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 収　　　　入 （単位：千円）

本年度予定額 前年度予定額 比　　較

病院事業収益

医業収益 △572

入院収益 △4,380

入院収益 △4,380 ・１日当たり患者数 79.0人

・年延患者数 28,835人

・１人１日当たり 36,000円

外来収益

外来収益 ・１日当たり患者数 330.0人

・年延患者数 80,520人

・１人１日当たり 7,260円

他会計負担金

他会計負担金 ・救急医療補助

・国保調整交付金

・特殊診療部門補助

その他医業収益

室料差額収益 △1,071

公衆衛生活動収益 ・健康診断料、予防接種料等

医療相談収益 ・人間ドック、個人健診等

受託検査施設利用収益 ・施設利用料、受託検査料等

その他医業収益 △328 ・診断書料等

訪問看護ステーション収益

訪問看護ステーション収益

訪問看護ステーション収益 ・訪問看護ステーション収益

居宅介護支援事業所収益

居宅介護支援事業所収益

居宅介護支援事業所収益 ・居宅介護支援事業所収益

医業外収益

受取利息配当金

預金利息

説　  　　　　　明

平成２８年度匝瑳市病院事業会計予算説明書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

目　　　　節款　項
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本年度予定額 前年度予定額 比　　較 説　  　　　　　明目　　　　節款　項

他会計補助金

他会計補助金 ・企業債利息補助

・リハビリテーション補助

・研究研修費補助

・共済追加費用補助

・児童手当補助

・医師確保対策補助

・高度医療補助

・院内保育所運営事業補助

・基礎年金拠出金補助

・病院新改革プラン補助

・建替整備基本構想・基本計画補助

・経営基盤強化補助

・介護施設等の施設開設準備経費等

　支援事業補助金

研究受託収益

研究受託収益

長期前受金戻入 △7,669

長期前受金戻入 △7,669 ・補助金、寄附金、受贈財産に係る長期前受金戻入

その他医業外収益

不用品売却収益

その他医業外収益 ・医師住宅・売店・展示室使用料、

　自動販売機販売手数料等

特別利益

固定資産売却益

固定資産売却益

介護老人保健施設事業収益 △107,680

施設事業収益

入所収益 △3,390

入所収益 △3,390 ・１日当たり入所者数 93.0人

・年延入所者数 33,945人
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本年度予定額 前年度予定額 比　　較 説　  　　　　　明目　　　　節款　項

・１人１日当たり 13,000円

通所収益

通所収益 ・１日当たり通所者数 25.5人

・年延通所者数 7,494人

・１人１日当たり 11,008円

その他施設事業収益 △513

室料差額収益 △98

その他施設事業収益 △415 ・日用品、教養娯楽費利用料等

施設事業外収益 △2,947

受取利息配当金

預金利息

他会計補助金 △2,938

他会計補助金 △2,938 ・企業債利息補助

・研究研修費補助

・共済追加費用補助

・児童手当補助

・基礎年金拠出金補助

長期前受金戻入

長期前受金戻入

その他施設事業外収益 △9

その他施設事業外収益 △9

特別利益

長期前受金戻入

長期前受金戻入 ・減価償却費を超える長期前受金戻入
×. 訪問看護ステーション収益 △79,804 ・廃項
×. 居宅介護支援事業所収益 △28,371 ・廃項

合　　　　　　　　計



 支　　　　出 （単位：千円）

本年度予定額 前年度予定額 比　　較

病院事業費用

医業費用 △9,308

給与費

給料 △4,750 ・医師給 8人

・事務員給 12人

・医療技術員給 19人

・看護師給 64人

・その他職員給　 3人

　　　　計 106人

手当等 ・扶養手当

・管理職手当

・地域手当

・住居手当

・通勤手当

・特殊勤務手当

・時間外勤務手当

・夜間勤務手当

・宿日直手当

・期末手当

・勤勉手当

・児童手当

賞与引当金繰入額

賃金 ・医師、看護師等臨時職員

法定福利費 ・共済組合負担金等

・厚生年金保険料等

説　  　　　　　明目　　　　節款　項

‐354‐



本年度予定額 前年度予定額 比　　較 説　  　　　　　明目　　　　節款　項

退職給付費 ・総合事務組合負担金

その他引当金繰入額 ・賞与引当に係る法定福利費

材料費 △48,334

薬品費 △43,954

診療材料費 △4,530

給食材料費

医療消耗備品費

経費

厚生福利費 △208

報償費 △456

旅費交通費 △20

職員被服費

消耗品費 △201

消耗備品費

光熱水費 △1,303 ・電気料、水道料

燃料費 △1,408 ・ボイラー用重油、メタンガス、ガソリン等

食料費

印刷製本費 △502

修繕費 △337 ・医療器械、車両、ボイラー、病院建物修繕等

保険料 ・病院賠償責任保険料等

・自動車保険料

・病院建物保険料等

賃借料 ・医療器材等リース代

・基準寝具等リース代

・在宅酸素等賃借料
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本年度予定額 前年度予定額 比　　較 説　  　　　　　明目　　　　節款　項

・カーテンリース代

・その他賃借料等

通信運搬費 △374

委託料 ・検査委託料

・院内清掃・洗濯等委託料

・警備・医事委託料

・給食業務委託料

・医療機器保守委託料

・医療情報システム委託料

・院内保育所委託料

・新改革プラン及び建替整備基本構想・

　基本計画策定支援業務委託料

・その他委託料

諸会費 △144 ・県国保直診協会費

・全国自治体病院協議会費

・日本病院会費

・千葉県医師会費

・地区医師会費

・その他諸会費

交際費

賠償金 　

雑費 △2,210 ・放送受信料等

減価償却費 △3,230

減価償却費 △3,230 ・建物

・建物付属設備

・構築物
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本年度予定額 前年度予定額 比　　較 説　  　　　　　明目　　　　節款　項

・医療器械備品

・器具備品

・無形固定資産

資産減耗費 △1,459

棚卸資産減耗費

固定資産除却費 △1,459

研究研修費 △6

図書費 △100

旅費 △2 ・研修、学会等出席旅費

研究雑費 ・研修負担金、学会費、研究諸雑費等

訪問看護ステーション費用

給与費

給料 ・看護師給等 13人

手当等 ・扶養手当

・管理職手当

・住居手当

・通勤手当

・特殊勤務手当

・時間外勤務手当

・期末手当

・勤勉手当

・児童手当

賞与引当金繰入額

賃金 ・看護師等臨時職員

法定福利費 ・共済組合負担金等

・厚生年金保険料等
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本年度予定額 前年度予定額 比　　較 説　  　　　　　明目　　　　節款　項

退職給付費 ・総合事務組合負担金

その他引当金繰入額 ・賞与引当に係る法定福利費

材料費

診療材料費

経費

厚生福利費

旅費交通費

消耗品費

消耗備品費

光熱水費

燃料費

印刷製本費

修繕費

保険料

賃借料

通信運搬費

委託料

諸会費

雑費

研究研修費

図書費

旅費　

研究雑費

居宅介護支援事業所費用

給与費

給料 ・看護師給等 5人
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本年度予定額 前年度予定額 比　　較 説　  　　　　　明目　　　　節款　項

手当等 ・扶養手当

・通勤手当

・時間外勤務手当

・期末手当

・勤勉手当

・児童手当

賞与引当金繰入額

賃金 ・介護支援専門臨時職員

法定福利費 ・共済組合負担金等

・厚生年金保険料等

退職給付費 ・総合事務組合負担金

その他引当金繰入額 ・賞与引当に係る法定福利費

経費

厚生福利費

旅費交通費

消耗品費

消耗備品費

燃料費

印刷製本費

修繕費

保険料

賃借料

通信運搬費

委託料

雑費

研究研修費

‐359‐



本年度予定額 前年度予定額 比　　較 説　  　　　　　明目　　　　節款　項

図書費

旅費　

研究雑費

医業外費用 △1,859

支払利息及び企業債取扱諸費 △388

企業債利息 △388

一時借入金利息

消費税

消費税

医師・看護師等養成費

医師・看護師等養成費 ・医師２名、看護師１名

受託研究費

研究材料費

賃金

謝金

図書費

旅費

研究雑費

雑損失 △1,400

その他雑損失 △1,400 ・薬品等に係る消費税分、診療報酬査定減等

長期前払消費税勘定償却 △71

長期前払消費税勘定償却 △71

特別損失

固定資産売却損

固定資産売却損

過年度損益修正損
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本年度予定額 前年度予定額 比　　較 説　  　　　　　明目　　　　節款　項

過年度損益修正損

その他特別損失

その他特別損失

予備費

予備費

予備費

介護老人保健施設事業費用 △107,680

施設事業費用

給与費

給料 ・医師給 1人

・事務員給 4人

・医療技術員給 6人

・看護師給 11人

・その他職員給　 24人

　　　　計 46人

手当等 ・扶養手当

・管理職手当

・地域手当

・住居手当

・通勤手当

・特殊勤務手当

・時間外勤務手当

・夜間勤務手当

・宿日直手当

・期末手当

・勤勉手当
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本年度予定額 前年度予定額 比　　較 説　  　　　　　明目　　　　節款　項

・児童手当

賞与引当金繰入額

賃金 ・介護職員、看護師等臨時職員

法定福利費 ・共済組合負担金等

・厚生年金保険料等

退職給付費 △370 ・総合事務組合負担金

その他引当金繰入額 ・賞与引当に係る法定福利費

材料費 △769

薬品費 △543

療養材料費 △105

給食材料費 △161

療養消耗備品費

経費 △6,977

厚生福利費

報償費 ・講師等謝礼

旅費交通費

職員被服費

消耗品費 △241

消耗備品費 △47

光熱水費 △3,936 ・電気料、水道料

燃料費 △2,449

印刷製本費 △3

修繕費

保険料 △548 ・介護老人保健施設建物保険料等

賃借料 △340 ・寝具等リース代

通信運搬費
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本年度予定額 前年度予定額 比　　較 説　  　　　　　明目　　　　節款　項

委託料 △2,743 ・施設設備保守管理委託等

諸会費

雑費

減価償却費

減価償却費 ・建物

・建物付属設備

・構築物

・療養器械備品

・器具備品

・車両運搬具

・無形固定資産

資産減耗費 △426

固定資産除却費 △426

研究研修費

図書費

旅費

研究雑費

施設事業外費用 △1,098

支払利息及び企業債取扱諸費 △773

企業債利息 △773

一時借入金利息

消費税

消費税

雑損失 △500

その他雑損失 △500

長期前払消費税勘定償却
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本年度予定額 前年度予定額 比　　較 説　  　　　　　明目　　　　節款　項

長期前払消費税勘定償却

特別損失

固定資産売却損

固定資産売却損

過年度損益修正損

過年度損益修正損

その他特別損失

その他特別損失

予備費

予備費

予備費

×. 訪問看護ステーション費用 △93,780 ・廃項

×. 居宅介護支援事業所費用 △25,038 ・廃項

合　　　　　　　　計
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 収　　　　入 （単位：千円）

本年度予定額 前年度予定額 比　　較

病院事業資本的収入 　

企業債

企業債

企業債 ・医療器械整備事業債

出資金

一般会計出資金

一般会計出資金 ・建設改良出資金

・企業債償還金出資金

補助金 △400

他会計補助金 △400

他会計補助金 △400 ・介護施設等の施設開設準備経費等支援事業補助金

×. 固定資産売却代金 △40,705 ・廃項

介護老人保健施設事業資本的収入 △9,083

出資金 △9,083

一般会計出資金 △9,083

一般会計出資金 △9,083 ・建設改良出資金

・企業債償還金出資金

△4,123合　　　　　　　計

資 本 的 収 入 及 び 支 出

説　  　　　　　明款　項 目　　　　節



 支　　　　出 （単位：千円）

本年度予定額 前年度予定額 比　　較

病院事業資本的支出

建設改良費

資産購入費

器械備品購入費 ・医療器械等購入費

車両購入費 ・訪問用自動車購入費

施設整備費

工事請負費 ・施設改修工事等

企業債償還金 △326

企業債償還金 △326

企業債償還金 △326 ・企業債元金償還金

介護老人保健施設事業資本的支出 △18,939

建設改良費 △19,712

資産購入費 △15,707

器械備品購入費 △15,707 ・療養器械等購入費

×. 施設整備費 △4,005 ・廃目

企業債償還金

企業債償還金

企業債償還金 ・企業債元金償還金

説　  　　　　　明

合　　　　　　　計

款　項 目　　　　節
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